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近年，地球温暖化にともなう気候変動による影響として水災害，土砂災害等の頻発化・激甚化が懸念さ

れており，ハード対策だけでなく，危機管理体制の整備が必要とされている．千代川流域では，「気候変

動にともなう防災・減災を考える会」を設立し，官民一体となって水災害に対する「犠牲者ゼロ」に向け

たソフト的な対策を検討し，実施した．本稿では，防災意識に関する住民アンケート調査等から得られた

水災害に関する課題と実施したソフト的な取り組みを紹介する．さらに，住民勉強会が防災意識向上に有

用である等，取り組みによる効果および取り組みを拡充・継続するための施策について紹介する． 
 

     Key Words : climate change, questionnaire survey, adaptive measures, regional disaster prevention, 
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1.  はじめに 
 
近年，地球温暖化にともなう気候変動による影響として，

海面水位の上昇，大雨の頻度増加，台風の激化等により，

水災害，土砂災害，高潮災害が頻発化・激甚化することが

懸念されている．2012年7月に九州北部を襲った豪雨では，
国が管理する花月川や矢部川の堤防が決壊し，甚大な浸水

被害が発生した．阿蘇地方の坊中雨量観測所では3時間で
315ミリを記録する豪雨となり多くの人々が避難生活を余
儀なくされた． 

2007年に策定された「千代川水系河川整備計画」には，
危機管理体制の整備の一環として，地域住民，水防団，

自治体，河川管理者等が，自助，共助，公助の連携，協

働を踏まえつつ，洪水時に的確に行動し，被害をできる

だけ軽減することが盛り込まれている．しかし，かつて

水害時の避難や水防活動の母体であった地域社会は大き

く変わり，浸水地域にできた新興住宅地で生活する人で

も，その水害履歴を知らない人が多い．大人たちの水害

への備えが不十分な中，子どもたちに水害体験は伝えら

れていない．本稿では激甚化する水災害に対して，千代

川沿川住民と行政が連携し，防災・減災に向けて取り組

んだ施策とその取り組みを拡充・継続するための施策に

ついて検討した成果を報告する． 
 
 
2. 分科会の設立と活動経過 
 
国土交通省鳥取河川国道事務所では2009年度に千代川
流域の気温，降水量，河川流量，海面水位等のデータを

整理し，気候変動の状況把握を行った．さらに2010年度
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に「千代川流域圏会議」の分科会として学識経験者，地

域住民代表，関係行政機関から構成される「気候変動に

ともなう防災・減災を考える会（以降「分科会」）」を

設立し，2012年度までの3年間にわたり，官民一体となっ
て「犠牲者ゼロ」に向けたソフト的な対策を検討すると

ともに，モデル地区（富桑地区，明徳地区，大正地区）

における取り組みの支援を行った（図- 1）． 
 
 
3.  アンケート調査による防災意識の現状把握 
 
千代川沿川住民の水害意識を把握し，今後の防災対策に

役立てるため，「普段の備え」「防災情報」「避難行動」

をキーワードとしたアンケート調査を実施した．調査は

2010年8月16日から9月10日に実施し，対象者は千代川浸水
想定区域内の住民10,800人とした．モデル地区は自治会を
通じて3,380人（全加入世帯）に調査票を配布・回収し全数
調査を行った．他の地区は6,700人にポスティングによる無
作為配布・郵送による回収を行いサンプル調査を実施した．

全体の回答数は3,134通（回答率31.1%）で，モデル地区は
1,408通（41.7%），他の地区は1,726通(25.8%)であり，比較的
高い回答率となった．なお，回答者の80%は50代以上であ
り中高齢者の回答が多かった（図- 2）． 

 
(1) 普段の備えについて 
「非常用持ち出し品を準備している人」は，全体の

16％であり，浸水経験のある人でも22％と少ない結果と
なった（図- 3）．非常時に対する備えの必要性を認識し
てもらえるよう，防災に関する意識啓発が必要である． 

2010年度（4回開催）
テーマ：千代川における気候変動に対するソフト対策の検討

・気候変動にともなう水害リスク増大の把握
・住民の防災意識アンケート調査の実施 等

2011年度（2回開催）
テーマ：モデル地区におけるソフト対策の実施と支援

・モデル地区（富桑、明徳、大正地区）の取り組みへの支援
・防災学習会、防災講演会の開催

・防災学習ツールの作成 等

2012年度（2回開催）
テーマ：ソフト対策を継続するための仕組みづくりの検討

・住民の防災意識追跡アンケート調査の実施
・防災フォーラムの開催

・被災地への現地視察と意見交換会の実施 等
・防災・減災に関するソフト対策を推進するための施策（提言）

図- 1 分科会の活動経過 

 
 
 
 
 

図- 2 アンケート回答者の年齢層 

 
 
 
 

 
図- 3（1） 非常用持ち出し品の準備状況（全体） 

 
 
 
 
 
 
図- 3（2）非常用持ち出し品の準備状況（浸水経験別） 

 
 
 
 
 

図- 4 ハザードマップの所有状況 

 
 
 
 
 
 

図- 5（1） 避難場所の認知状況（全体） 

 
 
 
 
 
 
 

図- 5（2） 避難場所の認知状況 

          （ハザードマップの所有別） 

 
 
 
 

図- 6 防災情報サイトの認知状況 

 
 
 
 
 
 
 

図- 7 避難行動のきっかけ 
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ハザードマップの所有状況については，アンケート調

査実施直近の2008～2010年度にかけて配布されているに
もかかわらず，「ハザードマップを持っている人」は

50%に満たない（図- 4）.「水害時の避難場所を知って
いる人」は全体の43％であり，約35％の人は「水害時の
避難場所かどうかはわからない」と回答している．また，

ハザードマップを持っている人は水害時の避難場所の認

知率が2倍近く高く，ハザードマップが有効な広報手段
となっていることがわかる（図- 5）． 

 
(2)  防災情報について 
「大雨情報等の入手手段」（複数回答）は「テレビ・

ラジオ」が90%以上となっている．また，「インターネ
ット」が約30%となっているが，60代以上では20%以下
であり，高齢者にはインターネットを通じた情報は伝わ

りにくいことが確認できた． 
「国土交通省や鳥取県による防災情報の提供を知って

いる人」は全体の33％であり，その中で「利用したこと
がある人」は22%である．その結果，実際に利用した人
は全体の10％未満であり，あまり広くは活用されていな
いことがわかった（図- 6）． 

 
(3)  避難行動について 
「避難を始めようとするきっかけ」は「広報車からの

呼びかけ」が48％，「近所の人が避難を始めたとき」
「消防団や近所の人からの避難の誘い」が合わせて29％
となった．大雨情報の入手先として圧倒的に多かった

「テレビやラジオからの呼びかけ」は約10%と少なく，
地域コミュニティを活用した情報伝達手段が有効なこと

がわかった（図- 7）． 
 
 

4.  防災・減災に向けて取り組むべき課題 
 
アンケート調査で得られた住民意見，分科会での議論

をもとに，防災・減災に向けて取り組むべき課題を整理

した（表- 1）． 
(1) 防災意識の啓発 
住民のハザードマップの所有率や非常用持ち出し品の

準備率，避難場所の認知率が低いなど，普段の備えが十

分とは言えない．若い人から高齢者まで，沿川住民全員

の防災意識を啓発，向上させる必要がある． 
 
(2) 地域コミュニティの強化 
災害時の避難においては，避難の呼び掛けや，要援護

者の支援等，地域としての結束力やコミュニケーション

力のあるコミュニティが重要である．しかし，近年，少

子高齢化，単身世帯の増加や，核家族化の進行等，地域

のコミュニティの希薄化が問題となっている． 
 

(3) 分かりやすい情報の提供 
「犠牲者ゼロ」を達成するためには，住民の自主避難

が重要である．現在，河川管理者が提供している河川水

位等の防災情報は，住民の避難行動に結びつきにくい．

住民が危険を認識し，避難の必要性を実感できる情報を

提供する必要がある． 
 

(4) 情報伝達手段の整備 
豪雨時に広報車や防災行政無線により，避難の呼び掛

けが行われているが，雨戸を閉めた住家の中にいると，

声が聞き取りづらいという問題がある．また，インター

ネットを通じた情報は，利用者が少なく，高齢者には伝

わりにくい． 
 

(5) 避難方法の確立 
千代川沿川地域では，指定避難所の収容人数が不足し

ている地区が多く，さらに低平地では水害時に浸水する

避難場所がある．そのため，地域の実情にあった避難場

所の設定と避難方法の確立を急ぐ必要がある． 
 
 

5.  防災・減災に向けた分科会の取り組み 
 
分科会では防災・減災に向けて取り組むべき5つの課
題を，5項目の施策として試行的に取り組むこととした．

表- 1 防災・減災に関する課題と取り組みの方針 

≪課題≫ ≪取り組み内容≫
防災学習会、防災講演会の開催
防災学習ツールの作成

地域での防災訓練の実施
地域防災マップの作成
モデル地区以外への取り組みの拡大

③わかりやすい
　防災情報の提供

災害発生時の特別な情報の検討

④情報伝達手段の整備 防災情報の周知方法について
まるごとまちごとハザードマップ
避難場所が不足する箇所に対しての
避難方法の検討

①防災意識の啓発

②地域コミュニティの強化

⑤避難方法の確立

 

  

 

図- 11 現地視察 図- 10 氾濫CG 

図- 9 パネルディスカッション図- 8 防災講演会 
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具体的な取り組みとしては防災学習会，防災講演会

（図- 8），住民と行政とのパネルディスカッション

（図- 9）の開催，ハザードマップ作成の支援を行うな

どして防災意識の啓発と地域コミュニティの強化を図っ

た．また，学習会で使用するツールとして，氾濫が起き

た状況を人の目線で再現した氾濫CG（図- 10），防災
カレンダー，クロスロードゲーム等を作成したほか，住

民だけでも学習会ができるように，クロスロードゲーム

マニュアルや防災マップ作成マニュアルを作成した．自

治体職員の防災意識啓発のためには，被災地（兵庫県佐

用町）の視察と意見交換会を行った（図- 11）． 
国土交通省鳥取河川国道事務所では河川の水位上昇時

に，住民が確認できるようCCTVカメラのライトアップ，
警告灯を設置するとともに，まるごとまちごとハザードマ

ップの設置支援を行い，分かりやすい防災情報の提供に努

めた．また，千代川の異常に関する情報を，道の駅の職員

やコンビニの店員から通報してもらえる仕組みを構築した． 
なお，モデル地区である明徳地区では独自に，民間施

設を一時避難所として利用する仕組みづくりや，各災害

時要支援者に対する支援者を決める等の取り組みを行っ

ている． 
 
 

6. 取り組みに対する効果の検証 
 
 (1)  検証方法 

2011年度から2012年度にかけて実施した取り組みに対
する効果を検証するため，2012年度に再度アンケート調
査を実施し，2010年度調査結果と比較・分析した．調査
は2012年11月12日から2013年1月8日にかけて行った，全
体の回答数は3,136通（回答率31.1%）で，回答率，回答
者の年齢層等は2010年度調査とほぼ同じであった． 
 

(2)  検証結果 
a) モデル地区とモデル地区以外との比較 
ハザードマップの所有率はモデル地区ではほとんど低下

していないが，他の地区では12％も低下している．避難場
所の認知率はモデル地区で6％，他の地区で5％低下してお
り，ほとんど差が無かった．非常用持ち出し品の準備率

は，モデル地区，他の地区ともに6％程度上昇している．
これについては，前回調査の後に発生した東日本大震災

が，非常用持ち出し品の準備率を高めたものと考えられ

る．全体としては，モデル地区と他の地区との間に，取

り組みによる防災意識の明確な差は確認出来なかった．  
b) 学習会参加者と不参加者との比較 
 モデル地区を対象に，防災学習会に参加した人と参加

していない人の防災意識を比較した．「ハザードマップ

の所有率」（図- 12），「避難場所の認知率」（図- 

13），「非常用持ち出し品の準備率」（図- 14）に2倍
近くの差があり，防災学習会は住民の防災意識を高める

効果が大きいことが確認された． 
c) 自由意見について 

 

 

 

 

 

 

 

図- 12 ハザードマップの所有率 

 

 

 

 

 

 

図- 13 避難場所の認知率 

 

 

 

 

 

 

図- 14 非常用持ち出し品の準備率 
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アンケート調査では防災に関する自由意見を書く欄を

設け，回答者に記述して頂いた．自由意見では，「近隣

の河川が増水していると不安に感じることがある」，

「水害時に利用できる避難場所があるのか」，「要援護

者は避難場所までどのように避難すればよいのか」，

「避難してからどのように生活すればよいのか」など，

たくさんの不安要素が挙げられた．また，「ハザードマ

ップや防災に関する広報を受けたことがない」等，防

災・減災に関する取り組みが実施されていることを知ら

ず，行政に対して広報を求める声が多数寄せられた．こ

のことから，防災・減災に関する取り組みの周知が不足

していることが確認できた． 
d) まとめ 
以上のように，取り組みによる一定の効果は確認出

来たが，防災学習会に参加していない人の意識は低い

ままで，取り組みの効果が広がっていないことがわか

った．モデル地区で実施したような取り組みを他の地

区でも行い拡充することと，取り組みを継続するため

の仕組み作りが必要なことが確認できた． 
自由意見の記述率（回収数に対する自由意見記述数）

についてみると，全数調査のモデル地区では14％，サン
プル調査の他の地区では36％と大きな差があった（図- 
15）．ここで，自由記述のあり・なしで各項目について

比較したところ，自由記述ありの人の方が，非常用持ち

出し品の準備率が9％（図- 16），ハザードマップの所持
率が10％（図- 17），避難場所の認知率が3％（図- 18）
高かった．これらの関係から，自由記述をした人は防災

意識が高い人が多いことがわかった．サンプル調査では

全数調査よりも自由記述回答率が20％以上高いことから，
このアンケート調査結果には水害に関心が無く防災意識

の低い人の調査結果が反映出来ていない部分があると考

えられる．流域全体の住民の防災意識を評価する際は，

この点に留意が必要である． 
 
 

7.  取り組みを拡充・継続するための課題と施策 
 
(1) 課題の整理 
アンケート調査で得られた住民意見，分科会およびパ

ネルディスカッションでの議論等をもとに，防災・減災

に関する取り組みを拡充・継続していくための課題を整

理した． 
a)  取り組みを継続するための体制づくり 
千代川流域では近年，大きな水害が発生していない．

大きな災害も5年もたてば忘れてしまうため，防災・減
災に関する取り組みを継続し，住民の防災意識を薄れさ

せないための体制づくりが必要である． 
b) 町内会役員の輪番制の問題 
防災活動を継続していくには，自主防災会等が主体と

なって活動を行う必要がある．しかし，自主防災会等の

リーダーは町内会の役員が兼務している場合が多く，町

内会の役員は輪番制のため，継続した活動が難しいとい

う問題がある． 
c)  防災リーダーの不足 
防災リーダーは地域特有の危険性を把握し，防災に関

する専門的な知識を有することが必要であるが，そのよ

うな人員が不足している． 
d) 世代間と地域間による防災意識の格差 
避難訓練や防災学習会に参加している人は，昔からそ

の土地に住む高齢者が大半をしめており，同じ人が参加

している傾向がある．防災・減災に対してあまり関心の

ない人にどうやって防災学習会等の活動に参加して貰う

かが課題である． 
e)  広報の問題 
自主防災会の活動に参加していない人の中には，自主
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図- 15 自由記述回答率（回収数に対する記述数） 
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図- 16 非常用持ち出し品の準備率 
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図- 17 ハザードマップの所持率 
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図- 18 避難場所の認知率 
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防災会の存在やその活動内容を知らない人が多い．この

ため，多様な手法による広報活動を継続して実施する必

要がある． 
 

(2)  取り組みを拡充・継続するための7項目の施策 
分科会では，ア.防災意識の啓発，イ.地域コミュニテ
ィの強化，ウ.わかりやすい防災情報の提供，エ.情報伝
達手段の整備，オ.避難方法の確立を防災・減災に向け
て取り組むべき5項目の施策として，モデル地区を対象
に様々な取り組みを実施し，防災学習会が地域防災力を

高めるうえで一定の効果が得られることを示した．しか

し，流域全体の防災力を高めるためには，住民主体で防

災・減災に関する取り組みを行い，行政がそれを支援す

る形で官民一体となって活動を推進すること，またこの

活動を継続させるための仕組みづくりが必要である．こ

れらを踏まえ，分科会では取り組みを拡充・継続するた

めの施策として以下の7項目を推進していくこととした． 
ア.既存の千代川流域圏会議と住民連携会議，行政連絡会議
が連携し，自主防災会等の活動を行政が連携して支援で

きる仕組みをつくる（組織体制のイメージは図- 19参照）． 
イ.住民連携会議を立ち上げ，防災会同士の情報共有や
小・中学校との合同訓練など，住民相互並びに行政との

連携を図りやすくする． 

ウ.教育委員会と連携して小・中学生に対する防災教育を
行い，災害時要援護者の支援の担い手を育て，地域の防

災力を向上させる． 
エ.行政は効果的な学習ツールの提供，防災コーディネー
ターの派遣等により，自主防災会等が住民主体の防災学

習会を実施できるように支援する．  
オ.防災リーダー育成のため，行政が共同で毎年，防災リ
ーダー研修会を実施する．  
カ.行政とマスメディアによる連携した広報を行い，より
多くの人に防災活動に関する情報を提供し，参加の呼び

掛けを行うことにより，自主防災会の活動に参加する地

域，世代を拡大する． 
キ.災害時の避難においては重要となる地域住民のコミュ
ニケーション強化のための地縁活動を支援する． 
 
 

8.  まとめ 
 
本稿に記した 3年間にわたる分科会の取り組みは，防
災・減災に向けて取り組むべき施策（5 項目）と取り組
みを継続するための施策（7項目）として取りまとめ，
千代川流域圏会議の提言書として 2013年 3月に鳥取市
長へ提出された．この提言書の内容が自主防災組織を通

じて千代川流域全体へ拡大し，気候変動にともなう巨大

な水災害に対して「犠牲者ゼロ」となるよう，今後も流

域住民と行政が連携してソフト対策を推進し，流域全体

に活動が広められることが望まれる． 
これらの取り組みを継続するには，行政の継続的な支

援と自主防災会の自発的な活動が必要である． 
 
謝辞：千代川流域圏会議道上会長，鳥取大学大学院檜谷

教授，土井教授， 見教授をはじめ，分科会および講演

会等にご協力頂きました方々に，感謝の意を表します． 
（2013.7.12 受付） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 19 取り組みを拡充・継続するための組織体制のイメージ 

EFFORTS OF DISASTER PREVENTION/MITIGATION IN COOPERATION WITH COMMUNITY 
PEOPLE IN SENDAI RIVER BASIN 

 
Hideki MIYATA, Kuniharu KIUCHI, Yui TSUKAMOTO, 

Mamoru TANAKA, Tadashi INUYAMA, and Makoto FUKUMURA 
 

It is feared that climate change caused by global warming will increase the frequency and intensify the level of disasters related to wa-
ter and sediment. Accordingly, a need for development of crisis management system is increased in addition to structural measures. In 
the Sendai River basin, “Subcommittee to Consider Disaster Prevention/Mitigation Relating to Climate Change” was established in 
close cooperation between the government and private sectors. Throught the subcommittee, non-structural adaptive measures were stud-
ied aiming at  achieving “Zero Victims” under the water related disasters, and  then the measures were implemented.  

This paper reports challenges over the water related disasters derived from questionnaire survey to community people about conscious-
ness of disaster prevention as well as efforts implemented with non structural measures. In addition, this paper presents measures for expand-
ing/continuing efforts and their effects such as “study sessions by community people are effective for raising consciousness of disaster pre-
vention”. 
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